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資料５

平成１６年度当初予算

特 色 あ る 事 業 等

（記者発表参考資料）

１頁１ 目 玉 事 業

１４頁２ 全 国 で も 初 の 事 業（２～３番目も含む）

１７頁３ ユ ニ ー ク な 事 業

２６頁４ 細やかな気配りをした、「ちょっといい予算」
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◎印は新規事業を示す （単位：千円）１ 目玉事業

事 業 名 予算額

◎情報調査役設置費 22,174

教育や治安などの県民に直結する情報や各種主要施策の進捗状況などに関する県内各地

の現場情報を迅速に収集・把握するため、県政の各分野において専門的知識を有する

「情報調査役」を設置 １６名

○デジタルガバメント推進事業費 67,479

「行政の生産性日本一」を目標に、生活価値を創造する「県民本位の電子自治体（デジ

タルガバメント）の実現」を推進するため、本県のインターネットサービスの総合窓口

となるポータル（玄関）サイト『ぎふポータル』を構築、運営

○ケーブルテレビ普及推進費 503,610

地域におけるコミュニティネット（各家庭を結ぶ高速通信ネットワーク）の構築を実現

する有効な手法の一つであるＣＡＴＶ網の普及を促進するため、国の補助採択を受けて

ケーブルテレビ整備事業を行う第三セクター、市町村を支援

○地理情報システム推進費 306,391

行政内部事務の効率化や防災、防犯、環境など県民に身近な地図データの提供等による

住民サービスの向上を目指し、市町村と協働して県域全体をカバーする体系的な統合型

ＧＩＳ（地理情報システム）を構築

○研究開発推進費 606,449

活力とゆとりある質の高い県民生活の実現、地域経済の活性化、新産業の創出・育成に

資するため、岐阜県科学技術基本戦略に基づき研究開発を実施

先取り型研究開発 … 政策的・戦略的に重点化した課題について、成果目標とそ

の達成年度を県民に明確にするなど進行管理を徹底し実施

地域密着型研究開発 … 地域に根ざした業界、県民のニーズに速やかに対応すべき

実践的、技術的課題を、関係機関と密接に連携し実施



- 3 -

事 業 名 予算額

◎地域防災協働隊（仮称）構想推進事業費 2,500

災害発生時に自らの地域は自らで守るため、自主防災組織、警察、消防団、建設防災支

援隊等の地域に密着した各種組織を連携した「地域防災協働隊（仮称）」の設置に向け

モデル事業を実施

○総合防災情報システム整備事業費 753,000

災害時に迅速かつ的確な災害対策が図られるよう、各種災害情報を一元化して集約、処

理し、市町村、県民等へ迅速に情報提供する総合防災情報システムを構築

◎広域防災センター機能強化事業費 42,000

広域防災センター（川島町）に地震体験装置、地震シミュレーター体験システムを整備

し、県民の総合的な防災教育・学習を行う拠点「県民防災大学（通称）」として機能を

強化

◎２００５年日本国際博覧会参加対応費 31,000

中部９県が負担金を拠出し共同出展する「中部広域交流館（千年共生村）」において、

本県のロボットプロジェクトの取組みを紹介

会 期 平成１７年３月２５日～９月２５日

岐阜県テーマ 「人・自然環境とロボットの共生」

○地籍調査費補助金 1,335,000

土地取り引きの円滑化及び雇用の確保等の観点から、土地の境界を明確にし、県土を高

度に利用するための地積の測定、地籍簿の作成等の調査に対し助成

実施市町村 ５３市町村（うち新規２町）

◎鉄道基盤整備維持事業費補助金 84,545

高齢者など市民のための「市民鉄道」へと転換を図る第三セクター鉄道に対し、線路の

修繕など鉄道の安全運行のために必要不可欠な経費に対し助成

助成期間 最長３年間
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事 業 名 予算額

○公共バス優先市街地活性化対策費補助金 589,827

住民の利便性向上及び公共輸送による地域活性化を図るため、市町村自主運行バスのコ

ミュニティバス化を支援

助成対象 ６０市町村（内 ワンコインバスに対する補助 １７市町村）

○合併市町村支援交付金 1,752,100

合併市町村のまちづくりを支援するため、緊急かつ特別な財政需要に対して財政支援

助成対象 平成１７年３月３１日までに合併した合併市町村

◎海外市場等展開戦略推進事業費 110,600

オリベ２００３ｉｎＮＹ事業で得た成果や、文化と産業の連携・融合による相乗効果を

活かし、地場産業の再生による将来の若者の働ける場所を確保するための海外市場戦略

を展開

・「川が育んだ日本の伝統文化展・ドイツクラフト観光展」開催費 73,600

木曽三川の水や川の物流に支えられ、川に沿って発展してきた岐阜県の伝統文化

のすばらしさや魅力を美術展により紹介するとともに、すぐれた地場産品をヨー

ロッパ市場に展開するために開催するクラフト観光展等を支援

美術展

開催場所 ミュンヘン民族学博物館（ドイツ）

期 間 平成１６年１０月１５日～１２月５日

伝統技術の紹介、実演及び伝統工芸品の紹介

開催場所 ミュンヘン民族学博物館、ケルン東洋美術館（ドイツ）

期 間 平成１６年１０月１５日～１１月１４日

クラフト観光展

開催場所 ケルン市内デパート（ドイツ）

期 間 平成１６年１０月２１日～１０月２３日

※美術展、クラフト観光展の開催に合わせてオリベ茶会も開催
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事 業 名 予算額

・ＥＵ文化交流推進事業費 7,000

欧州文化首都などで開催される「ＥＵジャパントゥディ写真展」に参加し、「日

本の岐阜」「岐阜のオリベ」をヨーロッパにアピール

・ニューヨーク・オリベ茶会開催事業費 7,000

・海外誘客戦略推進事業費 3,500

・ＮＹバイヤー等招聘事業費補助金 6,000

オリベ２００３ｉｎＮＹ事業の成果を継続発展するため、ニューヨークにおいて

茶会、観光セミナー等を継続するとともに、地場産品の具体的な海外市場拡大の

ためにニューヨークのバイヤーを招聘し、企業等の交流会、商談会を開催

・オリベイズム東京シンポジウム開催事業費 3,500

・２００４「東京クラフト・観光展」開催費 10,000

ニューヨークに続き国内でもオリベムーブメントを巻き起こし、国内市場の拡大

及び産業観光の振興を図るため、日本の情報発信の中心地である東京においてシ

ンポジウム、クラフト・観光展を開催

◎次世代育成支援対策推進行動計画策定費 4,458

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ育成される社会の形成を目指して、

「次世代育成支援対策推進法」に基づき県民参加により行動計画を策定

計画期間 平成１７年度～２１年度（５年間）

○ふるさと福祉村支援事業費 27,403

高齢者等が住み慣れた地域で生涯安心して豊かに暮らせる地域づくりを目指す「ふるさ

と福祉村」の実現に向け、ふるさと福祉村を形成するグループ等が行う「健康クラブ」

の設置などの活動を支援

設立数 １６グループ（平成１６年１月末現在）
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事 業 名 予算額

○健康障害半減計画の推進 531,290

「元気で・長生き岐阜県」づくりをスローガンに、壮年期の生活習慣病による死亡者数

を半減するなど、各ライフステージ別に目標を定めた「健康障害半減計画」を達成する

ため、「早期発見・早期治療」と「予防」を施策の柱に各種事業を展開

＜主な事業＞

◎健康障害半減推進特別事業費補助金（健康診断岐阜モデル導入促進事業） 9,000

「県民皆診」の実現に向け、県独自に健診項目を見直した「健康診断岐阜モデ

ル」を住民健診に導入する市町村に対し助成

◎地域・大学連携健康障害半減推進事業費 20,000

岐阜大学医学部に「寄附講座」を開設し、県内の疾病動向や国内外の先端医療に

関する調査の研究や、県内公的医療機関等へ医療技術の詳細情報を提供

○健康障害半減運動サポーター養成・支援事業費 65,766

健康障害半減運動における、県民一人ひとりの取組みの各段階、分野において、

健康づくりをサポートする人材の養成及び活動への支援

◎健康医療フロンティアセンター費 13,072

一般的には享受することが難しい治療法である、温泉療法などの補完・代替医療や国内

外で開発された先端的・先駆的医療の研究・導入

○南飛騨健康増進センター整備事業費 1,036,833

健康障害半減に向けた県民運動の拠点として、楽しみながら様々な健康・美容法の学習

や体験、実践を行う県民の「健康道場」の本格的な供用に向け、薬草園等の施設整備や

健康食品展示施設の基本計画策定及び健康体験プログラム講座等を開催

◎難病生きがいサポートセンター事業費 4,854

難病患者が安心して、生きがいを持って生活できる環境を整備するため、「難病生きが

いサポートセンター」を開設し、医療、日常生活に関する相談、就労支援等を実施
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事 業 名 予算額

◎まちなかミニショート整備支援事業費 29,220

在宅介護から家族が一時的にリラックスできるよう、地域に密着した中間型介護施設と

して、単独型老人デイサービスセンターに併設した「小規模（２０床未満）ショートス

テイ床」の整備に対し補助制度を創設

○重症心身障害者等生活総合支援事業費 143,343

在宅の重症心身障害児（者）に対して、ケア・コーディネーターをマンツーマン方式で

配置することによりワンストップサービスの支援体制を確立し、本人及びその家族の方

々の生活、在宅療育などを総合的にサポート

◎情緒障害児短期治療施設整備費補助金 322,243

軽度の情緒障害を有する児童を短期間入所又は通所させ、障害の治療を生活指導と一体

となって実施する、岐阜県初の「情緒障害児短期治療施設」の開設に対し支援

開所時期 平成１７年４月（予定）

所 在 地 関市

○乳幼児医療費助成費 1,459,644

子育て家庭の経済的負担を軽減し、安心して子どもを生み育てられる環境を整えるた

め、入院にかかる医療費の助成対象年齢を「５才未満児」から「小学校就学前まで」に

拡充（３歳以上は入院のみ）

◎もったいない・ぎふ県民運動支援事業費 16,463

「ゴミゼロ・コンテスト」等の啓発活動や、省エネルギー活動の効果を検証・普及する

実践モデル（もったいない・ぎふ実践モデル）事業などにより「もったいない・ぎふ県

民運動」の持続的拡大を支援

◎「県産品販売促進大作戦」推進事業費 63,700

岐阜県産品のリーディング商品として相応しい商品を｢飛騨・美濃すぐれもの｣として選

定し(老舗商品含む)、ｅ-コマース、カタログ等による販売促進を県民協働により実施
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事 業 名 予算額

○ぎふクリーン農業生産流通総合整備事業費 430,000

安全・安心・健康な農産物を県民に提供する「ぎふクリーン農業」に取り組むために必

要な土づくり、代替技術の活用、販売に必要な機械・施設の整備、資材の導入を支援

補助率 １／３

○中小企業制度融資貸付金 50,028,000

県内中小企業者の経営の安定化、活性化等を図るための資金需要に対し貸付け

融資目標額 ２，０４７億円（対前年度比１０９．５％）

主な変更点 「経済変動緊急対策特別融資制度」「政策誘導型資金融資制度」の

取扱いの延長、返済ゆったり資金、中小企業再生支援資金の創設等

○ＯＲＩＢＥコンソーシアムプロジェクト関連事業費 217,710

(株)ホリプロとの協働により、２１世紀の国際社会を担うファッション系人材の育成、

新たなファッションデザインの開発及び市場展開の支援を図る「ＯＲＩＢＥコンソーシ

アム」プロジェクトを推進

＜事業内容＞

・ｅ－コマースビジネス展開支援補助金 8,880

ネットビジネスの最大手である「楽天」との連携によるｅ－コマース事業の

運営等を支援

・ＯＲＩＢＥコンソーシアムプロジェクト支援事業費補助金 65,330

ＯＲＩＢＥコンソーシアムの施設管理、運営等を支援

・ＯＲＩＢＥアパレルプラザ支援事業費補助金 50,000

「ＯＲＩＢＥブランド」の確立及び新商品開発等を支援

・ＯＲＩＢＥファッションアカデミー支援事業費補助金 42,700

県民のファッション意識の向上、ファッション文化の醸成を推進するため、

おしゃれスクール、スタイリストスクール、モデルスクールの運営等を支援

・国際ファッションデザインコンテストＯＲＩＢＥ開催事業費 40,000

・「おしゃれサロン」運営事業費補助金 10,800
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事 業 名 予算額

○オリベデザインアカデミー推進事業費補助金 161,200

デザインに関して特定の課題を持つ企業やデザイナーを塾生として、一流の講師陣によ

るプロダクトデザイン開発講座「オリベ想創塾」の開講等を支援

○「花の都ぎふ祭り～ひだ・みの花紀行～」推進事業費 117,000

「花の都ぎふ」運動で培ったこれまでの成果を「２００５年愛知万博」、「花フェスタ

２００５ぎふ」に繋げていくために、｢花｣をテーマとしたイベントを県下各地で開催

事業主体 花の都ぎふ祭り実行委員会、民間団体・企業、市町村、県

期 間 平成１５年４月～１７年３月

○知恵産業おこしの推進 138,190

「知恵を生み」、「知恵で創り」、「知恵で売る」を基本とした「知恵産業おこし」を

推進し、雇用創出・税源涵養につながる新七大成長産業及び地場産業等の振興を図るた

めの「知恵を生む人づくり研修」の実施や、県内各圏域に開設の「人材チャレンジセン

ター」を拠点にした若年者の人材育成、就業を支援

○国際たくみアカデミー推進費 1,421,492

「ものづくりを中心とした現場のリーダー（マイスター）」の養成を基本理念に開校す

る職業能力開発短期大学校（カレッジコース）の校舎建設、訓練用機械器具等の整備

平成１６年４月 大垣高等技能専門校跡地にて暫定開校

平成１７年４月 美濃加茂市新校舎にて本格開校

○緊急雇用創出特別対策事業費 1,500,000

岐阜県緊急雇用創出特別対策基金を原資に、雇用・就業機会の創出を図るため県内各地

域の実情に応じて緊急に対応すべき事業の実施や、市町村が行う緊急雇用創出事業に対

し補助金を交付

実施期間 平成１６年度末で事業終了

雇用効果 約８００人
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事 業 名 予算額

○徳山ダム建設事業負担金 1,607,978

揖斐川流域の洪水被害から流域住民の生命財産を守り、地下水代替水源としての水の安

定確保を図るため、徳山ダムの堤体建設工事、洪水吐き工事、国道付替工事等を実施

完成時期 平成１９年度（予定）

○大谷川流域の浸水被害軽減対策の実施

・床上浸水対策特別緊急事業費 10,000

・住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業費（大谷川関係） 990,000

大垣市西部の浸水被害を軽減するため、大谷川、相川、泥川の堤防補強及び橋の

架け替え工事、洗堰の嵩上げ等を実施

事 業 期 間 平成１５～１９年度（目標）

全体事業費 約５０億円

○花フェスタ記念公園整備費 1,205,070

平成１６年度完成を目指して、公園西ゾーンにおける研修・交流・情報発信機能を備え

た「花のミュージアム」の建築、約７千品種を有する「世界一のバラ園」、雨天対策な

ど来園者の利便性向上を図る「回廊」等を整備

○世界淡水魚園整備費 587,650

平成１６年夏の「世界淡水魚園」全面オープンに向け、会場内の水路、園路、植栽、臨

時駐車場等の整備や、民間企業の活力と経営感覚を導入した世界淡水魚園水族館の開館

準備、リース料の支払い等

○平成記念公園整備費 886,040

２００５年の東海環状自動車道の開通にあわせ、サービスエリアから直接来園できるハ

イウェイ・オアシスの整備、造園工事等



- 11 -

事 業 名 予算額

◎木造住宅耐震補強工事費補助金 50,000

岐阜県木造住宅耐震相談士の耐震診断により「倒壊のおそれがある」と判断された建物

の耐震補強工事に対する助成

補助率 県１／４（上限３００千円）、市町村１／４、個人１／２

◎高齢者向けケア付き住宅モデル事業建設費補助金 42,000

「ケア付き住宅」への民間参入を促進するため、岐阜県住宅公社が再開発型モデル事業

として実施する福祉事業者と連携したケア付き賃貸住宅整備に対し助成

補助率 １／６

○北方住宅建替事業費 1,159,427

老朽化した北方住宅北ブロックを高齢化社会に対応したバリアフリー化により建替え、

さらに、建築情報センター及び町生涯学習センター施設を付加して、地域と一体となっ

た公営住宅を整備

整備戸数 ６２０戸

工 期 Ａ棟Ⅰ期工事 平成１７年度末完成予定

○花フェスタ２００５推進費 179,400

「花の都ぎふ」運動の更なる発展と花に関する産業の一層の振興を図るため、「花の都

ぎふ」運動１５周年記念並びに２００５年日本国際博覧会との連携イベントとして、花

をテーマとした一大イベント『花フェスタ２００５ぎふ』を開催

事業主体 花フェスタ２００５ぎふ実行委員会

開催期間 平成１７年３月１日～６月１２日（１０４日間）

開催場所 花フェスタ記念公園

入場見込 １００万人

【関連事業】市町村振興補助金（花フェスタ２００５ぎふ関連） 100,000

市町村の関連事業に対し助成 補助率 １／２
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事 業 名 予算額

○東濃西部送水幹線（緊急時連絡管）事業費【水道事業会計】 229,287

水源及び供給ルートの多元化により県営水道の危機管理を強化するため、可茂用水道川

合浄水場（可児市）と東濃用水道肥田調整池（土岐市）を送水管で連結

事業期間 平成１５～２４年度

事業内容 実施設計、測量・調査

○全国植樹祭開催事業費 188,375

平成１８年春の第５７回全国植樹祭開催に向け、式典会場及び植樹会場施設の整備や、

『子供が主役の植樹祭』、『森林セラピー』をキーワードに、実行委員会において基本

計画・実施計画を策定

○岐阜県型少人数指導の完全実施 －

児童生徒の基礎学力向上と個に応じたきめ細やかな学習指導を行うため、すべての学

校、すべての学級で基本３教科の少人数指導を１６年度に完全実施

少人数指導加配定数 ３５５人 → ４５２人（非常勤換算定数含む）

○資質向上研修等代替非常勤講師設置費 135,000

学級経営力が不足し困難をきたしている教員が民間企業等における社会体験研修を行っ

ている間の後補充として、指導力のあるＯＢ教員等を非常勤講師として任用配置

研修予定者 ６０名

◎養護学校緊急整備計画 260,000

障害児の方々が地域の身近な養護学校に通えるように、統廃合の校舎を活用して養護学

校を計画的に整備し、特別支援教育を充実

設置場所 郡上地域

事業内容 校舎等の改修

開校時期 平成１７年４月（予定）
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事 業 名 予算額

○生徒いきいきプラン教育環境整備 －

少子化に伴う高校の統廃合を行いながら、地域の教育水準のさらなる向上と多様化する

生徒の新しい学習ニーズに対応した先進的な教育環境を整備

特別支援 県単独で教員２０名を特別加配

総合学科棟の校舎新設など充実した施設整備

○学校建設事業費（再掲含む） 9,460,000

「ゆとりとうるおい」に満ちた教育環境の整備を図るため、養護学校整備をはじめ、生

徒いきいきプラン関係整備、耐震補強工事など計画的な施設の整備や対策工事を実施

主な整備内容 養護学校新設工事

校舎等耐震補強工事（４６校４９棟）

生徒いきいきプラン総合学科棟新設工事 ほか

○岐阜県クラフト・デザインミュージアム推進費 15,000

国内外のデザイン性に優れたクラフト作品の体系的な収集、企画展示、及びワークショ

ップ、シンポジウムの開催等

○平成２４年度岐阜国体に向けた強化策の拡充 －

＜主な事業＞

・２４国体特別支援事業費 7,000

(財)岐阜県体育協会と連携し、選手が競技に専念できる環境の整備、競技力強化

費の交付

・小学生健康・体力つくり推進事業費 11,000

児童生徒の健康・体力の低下が憂慮されている現実を踏まえ、平成２４年岐阜国

体で中心選手世代となる小学生の健康・体力向上策を実施
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事 業 名 予算額

○２００５年世界ボート選手権大会開催推進事業費 26,300

アジアで初開催となる本大会の成功に向け平成１６年７月にリハーサル大会を開催し、

大会の周知を図るための積極的なＰＲを展開し、気運を醸成

＜ジャパンカップ全日本軽量級選手権大会（リハーサル大会）の概要＞

開催場所 長良川国際レガッタコース

参 加 者 国内外 ８００選手

○スケート場整備事業費 740,139

スケート競技力の向上と県民１スポーツの推進を図るため、総合評価入札方式により恵

那市に４００ｍ国際規格のスケートリンク等を整備

供用開始予定 平成１７年１２月

○警察本部庁舎建設費 4,993,603

事故、事件に対して迅速かつ的確に対応し、バリアフリー対策、県民サービスにも配慮

した有事即応力を備えた治安拠点となる警察本部庁舎を建設

事業内容 建設工事、監理

システム整備（総合通信指令システム、新交通管制センター）

完成時期 平成１８年１月末予定

○警察官定数の増 －

県内の治安維持強化を目指し、警察官を増強

３，１７４人 → ３，２２４人（５０人増）
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◎印は新規事業を示す２ 全国初の事業

事 業 名 予算額

◎地上デジタル双方向サービス実証事業費【光 活用 地上 放送の再送信は全国初】 9,000ファイバーを した デジタル

地上デジタル放送の視聴エリア外において光ファイバー等によりデジタル放送を再送信

し、各家庭のテレビから「ぎふポータル」のサービスが利用できる双方向システムの構

築に向けた実証実験を実施

○河川環境研究所（仮称）整備費【本格的な希少魚種の保護増殖研究機関は全国初】 282,200

人と水生生物が共存する豊かな河川環境の創出と内水面水産業を振興するため、全国初

の希少魚種、アユ資源の保護増殖研究を行う「河川環境研究所（仮称）」を整備

場 所 川島町笠田地内（河川環境楽園内）

開所時期 平成１７年４月（予定）

◎地方税電子申告対応事業費【第１次ﾊﾟｲﾛｯﾄ団体として他の都道府県に先がけて運用開始】 129,642

納税者が自宅やオフィスからインターネット環境を通じ、県税の申告を行えるシステム

を全国共通システムにより構築

運用開始時期 平成１７年１月（予定）

◎国際情報ネットワーク社会構築事業費【海外県人会 日系外国人 開設は全国初】 1,550及び を対象にしたﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

「ぎふポータル」に海外の岐阜県人会のサイトを開設し、海外や県内在住日系人及び県

民に対して情報交換と相互交流の場を提供

◎水生生物のための水質評価指標づくり事業費【 水質評価指標の作成は全国初】 5,000水生生物に着目した

誰の目にも見え、誰もが分かりやすい水生生物のための「水質評価指標」を作成し、水

生生物保全に配慮した水環境づくりを展開

○建設ＣＡＬＳ／ＥＣ推進費【 同時稼働 全件実施は都道府県初】 162,254電子入札・電子納品・情報共有の3システム による

公共事業における各種情報（工事の計画、設計、入札情報など）を電子化し、岐阜情報

スーパーハイウェイ等のネットワークを通じて情報の交換・共有を行う建設ＣＡＬＳ／

ＥＣの１６年度全面運用開始
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事 業 名 予算額

◎廃棄物監視指導専門職設置費 6,751

【知事部局と警察本部の併任辞令を発令する警察官ＯＢの非常勤専門職は全国初】

産業廃棄物の不適正事案に対し、警察的手法（聞き取り、張り込み、現場指導）を活用

したパトロール及び立入検査により体制を強化するため、警察本部と知事部局の併任辞

令を発令した警察官ＯＢの非常勤専門職を各地域振興局に配置

◎すぐれもの農産物育成事業費【生産者が氷温技術に取り組む事業としては全国初】 1,200

栄養価や食味が高まること等品質の高い農作物や付加価値の高い加工食品の生産に必要

な氷温技術等の技術開発、研究に必要な冷蔵庫等設備導入や加工食品試作等に対し支援

補 助 率 １／２（氷温化以外の場合は１／３）

◎「花の地産地飾」支援事業費【生産者と生花店のタイアップ事業としては全国２番目】 1,300

「岐阜の花」取扱店表示シール、ポスター、新聞によるＰＲや店頭での消費者の嗜好調

査（アンケート）など、花の生産者団体と県内生花店、生花市場等で組織される団体の

消費拡大に向けた取組みに対し支援

◎中部ＣＬＯ資金損失補償の創設【中小企業者への複数県連携型による融資制度は全国初】 債務負担行為

県内の元気で優良な中小企業者が担保や第三者保証人なしで市場から資金調達すること 17,000

を支援するため、中部４県１市連携の「中部ＣＬＯ」に参加

融 資 枠 ５０億円（全体 ４２５億円）

募集時期 平成１６年度第一四半期（予定）

連携団体 愛知県、三重県、富山県、名古屋市

※ＣＬＯとは、「Collateralized Loan Obligations」の略で、金融機関が中小企業に対して有する融資債権を束ね

それを裏付けとした証券(ローン担保証券)を発行し、投資家に販売することで金融市場から資金調達する手法

◎簡易健康診断岐阜モデル事業の推進【郵送検診等の簡易診断は全国初】 1,061

日頃から自分の健康状態をチェックし、生活習慣を改善できる環境づくりを進めるため

近年商品化が進む郵送検診等の簡易診断を調査・研究
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事 業 名 予算額

◎下呂温泉病院における４項目検査の実施 －

【生活習慣改善効果を測る指標として｢血液流動性｣｢血管年齢｣｢活性酸素｣｢免疫力｣の４

項目検査の導入は全国初】

◎県立看護大学大学院（看護学研究科）の開設 18,509

【働きながら学びやすい｢長期履修制度｣の導入は看護系公立大学で全国初】

県内就業看護職の資質向上のため大学院看護学研究科を１６年４月に新設

＜再掲＞

◎鉄道基盤整備維持事業費補助金【第三 鉄道の抜本的改革による補助制度創設は全国初】 84,545セクター

◎アルス・エレクトロニカ国際メディア系大学展参加事業費 10,477

【学校として招待を受けるのは日本初、世界で３校目】

◎地域防災協働隊（仮称）構想推進事業費 2,500

【建設防災支援隊、自主防災組織、警察、消防等地域に密着した各種組織が「ヨコ」に

連携し、防災体制の確立、強化する体制づくりは、全国初】

◎岐阜県少人数指導の完全実施 －

【小中すべての学校、学級での、基本３教科の少人数指導の完全実施は全国初】
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◎印は新規事業を示す３ ユニークな事業（制度的、話題性）

事 業 名 予算額

○公共モデル推進事業費 4,000

県民の生活に安全・安心・便利・快適・活力をもたらす「５つのネット」にかかる公共

モデルの効果的、効率的な推進を図るため、（財）ソフトピアジャパンと連携し、県が

認定した公共モデルのシステムを導入する市町村を支援

○電子自治体推進支援事業費 58,500

住民サービスの質的向上、コスト削減と業務改革、さらにＩＴ関連地場産業の振興を目

指す「共同アウトソーシング」事業の導入に向けた市町村の取組みを支援

○次世代携帯電話教育活用実用化事業費 6,200

コンピュータの小型携帯化・ネットワーク化と携帯電話との統合などの将来像を見据え

２１世紀に生きる子どもたちのために、次世代携帯電話を修学旅行や野外学習など学校

教育に活用する実践的研究を実施

◎音楽療法研究所運営委託料（ヒーリングミュージック関連研究） 3,500

クラシック、民族音楽、自然の音など、癒しと呼ばれる音楽の分析を行い、今後の音楽

療法での適切な活用を図るとともに、岐阜県版ヒーリングミュージックを作成

◎歳入金電子納付事業費 19,311

電子県庁構想の一環として実施する電子申請受付サービス及び手数料等の電子的納付を

ワンストップで可能とするためのシステムを整備

◎食品安全推進費 5,000

食品の安全性の確保に対する県の責務を果たすため、県の行う食品安全対策の監視、点

検、評価及び勧告を行う「食品安全監視総監（仮称）」を関係部局から独立して新たに

設置
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事 業 名 予算額

○コンビニ活用施策事業化推進事業費 6,400

地域の情報、交流、物流、サービスのネットワーク拠点であるコンビニエンスストア

と連携して、図書のデリバリーサービス事業等を実施

◎景観人（けいかんびと）育成事業費 1,700

岐阜圏域景観形成クローバープラン推進事業の一環として、良好な景観づくりを担う地

域リーダーを養成するために、まちづくり団体と協働で「景観人育成推進塾」を開催

◎「山菜王国郡上」づくり事業費 2,500

「山菜王国郡上」として食害にあいにくい山菜を栽培し、郡上の新しいブランドとして

全面的に展開

◎協働事業推進ガイドライン活用推進費 1,886

県民協働の一層の推進を図るため、ＮＰＯと行政が協働を進めるためのルールや手順を

記したガイドラインに沿い、新たな協働事業の創設や既存県事業についての協働化に向

けた具体的な協議を実施

◎世代間交流高齢者交通安全事業費 3,250

高齢者を中心に子ども、親の各世代が一堂に会しての参加・体験・実践型の交通安全を

テーマとした交流を通じて、世代を超えた相互理解を深めながら、交通安全教育を実施

◎高等教育機関地域連携推進事業費補助金 12,000

若年層の定着による地域活性化、教育文化水準の向上等を図るため、地域住民への公開

授業や地元産業界との連携事業等、地域に根ざした特色ある大学づくり活動を支援

◎健康づくり推進企業（仮称）認定・登録事業費 3,000

従業員の健康づくり対策に積極的に取り組んでいる県内事業所を「岐阜県健康づくり推

進企業（仮称）」として認定・登録し、健康づくりの手本として広くＰＲ
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事 業 名 予算額

○南飛騨総合医療センター（仮称）整備事業費 30,000

南飛騨国際健康保養地構想の中核施設として、西洋医学と東洋医学を融合し温泉を活用

した県民向けの健康づくりを行う健康・医療拠点を整備

事業内容 第１期基本設計、プロポーザルコンペ

◎県立看護大学学生実習支援システム構築費 7,035

県立看護大学と実習、共同研究先である県内保健、医療、福祉施設を「岐阜情報スーパ

ーハイウエイ」で接続し、双方向のコミュニケーションシステムを構築

◎メンタルヘルスチェック実践モデル事業費 2,853

中高年層を対象に、健康診断項目に「こころの健康診断」をモデル的に取り入れ、その

効果測定を行うことで、ストレスチェックの仕組み、ストレス蓄積の予防、うつ病等の

早期発見、早期治療対策への有効な手段を検討

◎地域がん診療拠点病院機能強化事業費 10,000

厚生労働大臣により指定された「地域がん診療拠点病院」において、がん診療に従事す

る院内外の医師等に研修の機会を提供するとともに、がん患者の５年生存率等がん医療

に必要な情報を収集・提供

◎食品リスクコミュニケーション推進費 1,461

国や県の判断による食品の安全基準の設定、運用に加え、県民との意見交換会等を通じ

て消費者の意見を的確に把握しながら県民協働による食品安全に関するシンポジウム、

各種モニター研修会を実施

○食品安全普及啓発費 1,083

消費者の食品に対する不安を解消するための「食の安全セミナー」の開催、「食品安全

対策モニター」（セミナー受講者予定）と保健所との県民協働による食品販売施設等合

同調査を実施
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事 業 名 予算額

◎ぎふ福祉フェスタ開催事業費 6,500

児童から高齢者に至る各世代が福祉全般に関する理解を深めるため、音楽療法の普及や

補助犬の紹介などのイベント「ぎふ福祉フェスタ２００４」を開催

開催時期 平成１６年１１月上旬

開催場所 岐阜駅周辺（アクティブＧ、ぱるるプラザ）

◎ゴミ・ゼロコンテスト開催事業費 535

「もったいない・ぎふ県民運動」の一環として、海外での成功事例（国際モデル）を参

考に、県内の学校クラス単位、事業所の部門単位で、ゴミの削減量、削減の取組方法な

どを競うコンテストを開催

◎「岐阜県産業廃棄物ものがたり」事業費 1,980

インターネット「岐阜県まるごと環境パビリオン」上に掲載している、マンガ「岐阜県

産業廃棄物ものがたり」の内容をスクーリング的に実体験できるバスツアーの実施

○県民食料確保計画推進事業費 4,045

県民の健康な食生活の実現や食料自給率の向上を目指して、県民会議、シンポジウムの

開催、マニュアルの作成、国内外との農業連携などにより、「第二次岐阜県民食料確保

計画」を推進

計画推進事業費 ３１億円

◎気象災害予測システム開発事業費 6,000

異常気象による病気、病害虫発生等の農作物被害を未然に防ぐため、数ヶ月前に気象災

害の発生を予測できる事前予測システムを開発

◎岐阜県農林水産物海外輸出促進事業費 3,200

海外からの農産物の輸入増加や国内農産物価格の低下に対応するため、海外見本市への

参加や東アジアでのアンテナショップの試験的設置など、海外市場をターゲットにした

県産農林水産物の海外輸出を促進
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事 業 名 予算額

◎農作物安全・安心システム推進事業費 87,771

安全・安心な食の供給システムを構築するため、多種類の残留農薬を迅速に分析できる

施設整備の支援、主要農作物に対するダイオキシン、重金属、硝酸塩のモニタリング調

査、吸収抑制栽培の普及を実施

◎岐阜型放牧普及推進モデル事業費 3,840

飼料自給率の向上や飛騨牛の増頭、飼養規模拡大を図るため、耕作放棄地、未利用地等

における簡易な電気牧柵を活用し、放牧形態の導入に併せた飛騨牛の肉用繁殖雌牛の導

入を一体的に支援

◎淡水魚食材利用促進事業費 913

脳や神経組織の発育、機能維持に効果があるとされる、ＤＨＡ（ドコサヘキサエン酸）

など淡水魚に含まれる健康機能成分の含有量分析を実施し、県内で養殖されているアユ

や河ふぐなどの淡水魚を健康機能食材としてＰＲし、消費拡大を促進

○商工会・商工会議所・商工会連合会補助金 2,770,243

商工会等の機能強化・組織強化を図るため、広域連携組織として多様かつ高度なニーズ

に対応する「広域サポートセンター」の設置、職員の資格取得や講座受講など人づくり

対策、経営革新等地域経済再生のためのチャレンジ事業などに対し支援

【広域サポートセンターの概要】

設置場所 県内５圏域に各１カ所設置

配置人員 １１名予定

◎クラフトすぐれもの（仮称）発掘促進費 7,000

「岐阜県クラフトものづくり大賞（仮称）」を制定し、日本だけでなく世界に通用する

岐阜県のクラフトを発掘、情報発信することにより、地場産業活性化に寄与

表彰、展示会 平成１７年３月

会 場 セラミックパークＭＩＮＯ
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事 業 名 予算額

◎アルス・エレクトロニカ国際メディア系大学展参加事業費 10,447

世界的権威のあるメディア・アート展「アルス・エレクトロニカ2004」にＩＡＭＡＳが

招待を受けて作品を出展（学校として招待を受けるのは日本初、世界で３校目）

展示場所 オーストリア、リンツ市リンツ芸術大学

展示期間 平成１６年９月６日～１１日

○産学官連携ロボット研究開発事業費 388,716

早稲田大学WABOT-HOUSE研究所と県内産業界、大学等の連携体制で、最先端のロボット

技術をキーテクノロジーとしたプロジェクト研究を実施

研究概要 ワボットハウス（岐阜県ロボットプラザ（仮称））の建設

ロボット産業創出技術の研究 ほか

○地域結集型研究支援事業費補助金 36,200

災害や医療などの分野で将来活用が見込まれる「全方向ステレオシステム（ＳＯＳ）」

研究の製品化を目指して、独自のノウハウを活かしながら引き続き研究を推進

◎研究開発型ベンチャー創出事業費 1,500

研究開発型ベンチャー企業の創出を促進するため、大学での研究成果に基づき研究開発

型ベンチャーを起業する学生等を支援

対 象 者 大学発ベンチャーの形態により起業を志す学生

内 容 研究開発に関する特許情報・周辺技術情報・類似技術の調査

補助金額 上限５００千円

○水辺の散歩道整備事業費 110,000

河川敷が障害のある方や病気療養中の方のリハビリや散歩の場として活用できるよう、

スロープの整備や手すりの設置などの水辺のユニバーサルデザイン化

実施予定箇所 ２箇所
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事 業 名 予算額

○いきいき福祉のまちづくり事業費 16,000

郊外団地の高齢化等の問題に対応するため、住み替えニーズの受け皿となるケア付き住

宅の供給円滑化や住宅改修の推進を図る総合的な相談窓口の設置などによるサポート体

制の整備、福祉施設情報等のネットワーク化の構築を促進

◎岐阜県森林セラピー研究会費 900

森林セラピーの県内定着による健康産業づくりの推進を図るため、森林セラピーの仕組

みづくりを実践的に研究

研究内容 森林の健康と癒し効果の測定及び活用

「森林療法士（仮称）養成」のための仕組みづくり

◎薬木栽培研究会費 800

森林空間を活用した新たな産業づくりの視点から「薬木栽培研究会」を設置し、森林内

での薬木薬草の栽培とその産業化の可能性を検討

◎県営林森林認証取得事業費 1,439

県営林（約４千ha）において国際的な森林管理基準を定めた森林認証を取得し、環境に

配慮した県の森林管理をＰＲし、県有林を核とした県内森林のグループ認証を促進

事業内容 予備審査の実施

○スクールカウンセラー設置費 215,261

「心の専門家」である臨床心理士等を「スクールカウンセラー」として中学校に配置

し、生徒へのカウンセリング、保護者や教職員に対する指導・助言等を実施

配置校 ８９→１４３中学校へ拡充(H17までに3学級以上の全中学校へ配置予定)

◎学力向上プロジェクト推進費 23,547

児童生徒の学習状況を把握し、教材の開発や指導事例集の作成、ものづくりコンテスト

などを開催し、基礎的・基本的な学力の向上と個性の伸長を図る教育活動を展開
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事 業 名 予算額

○能力開花支援事業費 70,366

学校等の要請に応じた指導者等の派遣を通じて、主体的・創造的な学習能力の育成と、

各人の資質や能力の優れた面としての個性を伸ばす教育を推進

＜関連事業＞

・スーパー教員の設置 指導教員（県単加配） １２ → １２名

指導協力員 ２８ → ５９名

※１６年度１校１スーパー教員体制の完成

◎特別支援教育アシスタント設置事業費 61,489

授業に集中できない軽度発達障害のある児童生徒の支援や指導方法等の改善、充実を図

るため、有償ボランティアを活用した『特別支援教育アシスタント』を設置

配置校 小学校７５校 中学校１０校

◎児童生徒の未来を育む学校づくり研究開発事業費 5,032

地域や児童生徒等の実態に応じて実践課題を選択・設定して取り組む、「今後を見通し

た学校づくりに関する研究開発」を市町村と協働で実施

対象校 ６校

◎特別支援教育コーディネーター養成事業費 1,000

小・中学校及び盲・聾・養護学校における特別な教育的ニーズのある児童生徒の教育に

ついて指導的な役割を担う人材を養成

養成人員 ２１１名（H16年度）

◎進路指導総合支援事業費 3,000

高校生の進路を取り巻く諸問題を改善するため、望ましい職業観・勤労観の育成や、就

職に係る諸活動に関する支援を実施
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事 業 名 予算額

○児童生徒自己診断システム研究事業費 900

「岐阜県におけるキャリア教育」の推進のため、児童生徒の自己診断システムを先行企

業と共同で開発

◎岐阜県まるごと学園デジタル新聞コンクール事業費 1,000

「岐阜県まるごと学園」のホームページに掲載された各学校の自校紹介や学園新聞を、

インターネットで公開しデジタル新聞コンクールを実施

◎いつでも会える海外の友達支援事業費 2,916

国際人としての資質を児童生徒の段階から養うことを目的として、学校間総合ネットの

テレビ会議システムを活用した計画的な国際交流を支援

◎全国警察音楽隊演奏会開催費 20,000

音楽を通じて県民と警察との融和を図り、警察に対する理解と信頼を深めるため、全国

の警察音楽隊３６隊、１，２９０人が一堂に会し、全国警察音楽隊演奏会を開催

開催時期 １０月９日(土)、１０日(日)

開催場所 岐阜メモリアルセンター、長良川国際会議場

◎可児警察署庁舎増築費 22,200

犯罪増加に対応し県民の安全を守るため、留置場の規模を拡大するなど治安の拠点とし

てふさわしい機能を有する庁舎に増築・改修

事業内容 実施設計、地盤調査

完成時期 平成１７年度（予定）

◎知的クラスター形成促進事業費 －

国の「知的クラスター創成事業」において、「岐阜・大垣地域」が研究開発を進めるロ （地域負担分）

ボット技術、ＶＲ技術等を活用した高度医療支援システムが本格実施地域に採択され、 16,000

事業化に向け産学官が連携して推進（研究費：５億円／年（５年間））

参画機関 岐阜大学、早稲田大学WABOT-HOUSE研究所、地域企業、県研究所等
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◎印は新規事業を示す４ 「ちょっといい予算」細やかな気配りをした、

事 業 名 予算額

○人づくり専門研修事業費 3,000

生徒たちが社会に出た時に役立つよう、既存の教科、科目にとらわれない、実社会の即

戦力として必要な各分野の専門的な研修事業を実施

研修テーマ（予定） 「専門研究機関における環境分析技術の指導」

「高度熟練技能者による旋盤技術指導」

◎「誰でもレポーター」情報発信事業費 264

県民密着型の親しみのある広報を目指して、県民ビデオカメラマンが撮影した県内各地

のトピックスを「岐阜県インターネット放送局」で放映

○マンガ活用情報発信事業費 601

県政に関する様々な話題をマンガにして「ぎふポータル」に掲載し、広い世代にわかり

やすく、親しみやすい県政情報を提供

○文字放送等実施費 3,000

聴覚障害者の方々へ情報発信するため、文字によるテレビ放送を実施し、イベント等タ

イムリーな県政情報を提供

○点字版等発行費 4,989

県の総合情報紙「ふれあい くらしと県政」の点字版・録音版を作成し、情報源が限ら

れがちな視覚障害者の方々に県政情報を提供

◎「夢のたまご」を育てるサマースクール開催費 3,000

科学技術への興味を惹きつけ、次代を担う研究者・技術者のたまごを育てていくため、

世界最先端の研究者を招き、「自ら学び、自ら考える力」を身につけるためのサマース

クールを開催

対 象 県内中学生（１００名程度）
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事 業 名 予算額

○県議会手話通訳費 140

聴覚障害者の方々が県議会本会議や各委員会を傍聴できるよう、手話通訳者を活用した

体制を整備

◎ぎふ犯罪被害者支援センター補助金 1,500

犯罪被害者を社会全体で支え合う協働社会を構築するため、民間ボランティアが担う

「ぎふ犯罪被害者支援センター」の各種事業を支援

事業内容 電話相談、相談員の養成、広報啓発

設立時期 平成１６年５月（予定）

○交番相談員の増員 －

交番への来訪者の相談等に応じる「交番相談員」を増員

配 置 数 ６８人 → ７９人（１１人増）

○在住外国人支援強化事業費 960

在住外国人が増加するなか、災害時に、日本語の理解不十分な外国人の安全を確保する

ため、防災マニュアルを作成し、防災啓発講習会・地震体験会を開催

◎旅券センター柳ヶ瀬旅券プラザ設置費 14,827

公共交通機関の整った岐阜市中心部の柳ヶ瀬に旅券センターの窓口を設置し、あわせて

県民の方々の利便性向上のため、既存の旅券センターの開所時間を１９時まで延長

開所場所 中日新聞岐阜支社ビル２階

開所時期 平成１６年７月（予定）

◎岐阜地域西美濃花回廊構想推進事業費 8,030

「２００５年日本国際博覧会」「花フェスタ２００５ぎふ」等と連動し、「花」をキー

ワードとした圏域への誘客活動を展開

事業内容 花マップの作成、バスツアー・ウォーキングの開催、沿道花飾りなど
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事 業 名 予算額

◎ホタルの里公園づくり支援事業費 1,000

大和町に造成中の「ホタルの里公園」を名所としていくため、先進地等の蛍保護・育成

技術を習得するなど地域のリーダーを養成

◎東濃地域療育支援事業費 1,300

発達障害のある障害児や家族の活動を支援する｢地域療育システム｣を構築し、地域療育

を考える１００人委員会、障害別ワークショップ等を開催

◎青少年を育てる地域活動支援事業費 6,500

青少年が参画した青少年による手作りの活動や、伝統文化行事の継承活動等の「青少年

健全育成」を目指す地域団体の活動を支援

交 付 額 ＠１００千円×５０団体

◎休業日預かり保育事業費 41,000

長期休業日や土、日曜日に預かり保育を実施する私立幼稚園を支援

長期休業日預かり保育 ５０園

土・日預かり保育 ２５園

◎放課後児童クラブ事業費 10,000

放課後児童クラブを設置し、児童の健全育成を図る私立幼稚園を支援

放課後児童クラブ ８園

長期休業日児童クラブ １０園

○見えるラジオ放送事業費 2,250

音声と文字を受信できる「見えるラジオ」を活用し、災害情報等を広く県民に提供

提供内容 災害時：被害情報、気象情報等の災害情報

平常時：一般県政情報
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事 業 名 予算額

○防災サポーターズ強化支援事業費 3,894

東海大地震等大規模災害に備え、「県民協働」による災害対策のための防災サポーター

ズ養成講座を実施

＜主な事業＞

・災害ボランティアコーディネーター養成講座

・災害救援ボランティア講座

・コミュニティ女性防災リーダー養成講座

・自主防災組織組織リーダーフォローアップ研修

○医療安全相談事業費 4,639

医師や看護師が医療機関の医療安全に関する患者からの苦情や相談などに応じ、必要な

医療情報を提供する「医療安全相談窓口」を設置

◎不妊治療助成事業費 10,000

医療保険が一部にしか適用されず、高額な医療費がかかる不妊治療に対して、経済的負

担を軽減するため経費の一部を助成

対象治療 体外受精及び顕微授精（特定不妊治療）

○かかりつけ薬局「薬食同源」拠点整備事業費補助金 500

健康食品等に関する県民相談に対応する薬局を「薬食同源情報サロン」と位置づけ、実

際に相談に応じる「薬食同源アドバイザー」を養成する県薬剤師会の活動を支援

○健康食品等対策推進事業費 1,325

健康食品等の不適正事例を未然に防止し、県民が正しい知識を身につけ安心して健康づ

くりに活用することができるよう、健康食品買上検査や健康食品県民講座等を実施

◎薬草利用等健康情報受発信事業費 335

医薬品配置従事者が配置先の各家庭や地域に特有の健康情報等を調査、収集し、そこで

得た健康情報を広く県民に提供
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事 業 名 予算額

◎成年後見利用支援促進事業費補助金 900

痴呆性高齢者などの判断能力が不十分な方が適切な福祉サービスを受けられるよう、法

人による後見人制度の研修や市町村社会福祉協議会によるモデル事業に対し助成

◎心身障害児デイサービス事業費県単独補助金 6,974

支援費制度においてデイサービスとの併用利用が認められない通園施設措置児童の不平

等解消のため、デイサービス利用に対して支援費制度と同様の助成を県単独で実施

◎週末里親事業費 851

里親による児童保護の拡充を図るため、週末等における里親体験により継続的に児童と

の愛着関係を形成し、登録里親への発展を促進

◎胆道閉鎖症検査支援事業費 792

早期発見、早期治療により治療効果が極めて高いと期待される乳児の胆道閉鎖症の徴候

の有無を保護者自身で簡単に確認できるよう、６種類の便色が掲載されたカラーカード

を作成

◎「農林業で夢再発見」研修事業費 760

他産業からの転職等による新たな農林業への就業希望者を対象に、基礎知識、基本技術

を習得する実務的な研修制度を創設し、研修終了後も県内定着まで継続的に支援

◎若年者の就労に関するワンストップサービスセンター（ジョブカフェ）の開設 －

平成１５年４月に設置した岐阜地域人材チャレンジセンターにおいて、国との連携によ

り若者向けハローワークを併設し、能力開発から職業紹介まで一貫したサービスを行う

ワンストップサービスセンターとして若年就業者を支援
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事 業 名 予算額

○飛騨・美濃伝統野菜活用促進事業費 2,000

「飛騨・美濃伝統野菜県民応援団」を創設し、県民の方々に無償で応援団に参加しても

らい、県民協働による「伝統野菜」の生産拡大、販路拡大を推進

◎地場産業活性化施設整備事業費補助金 9,500

ラピロス六本木２Ｆの「飛騨・美濃物産観光東京センター」を、民間ノウハウを取り入

れた地場産品の国内、海外市場展開の拠点としてリニューアル

事業主体 県内地場産業団体

補 助 率 １／２

○ミニ・ファミリーサポートセンター事業費補助金 2,000

育児・介護の相互援助組織「ファミリーサポートセンター」の設立を目指す市町村で、

国の補助基準に満たないものに対し、県単独で運営費の一部を助成

補 助 先 瑞浪市、恵那市

◎河川環境保全啓発事業費 400

国や市民団体と連携しながら、長良川をモデルに、ゴミをなくすキャンペーンを展開

実施内容 ゴミ写真の巡回展示、市民フォーラムの開催等

◎水土里の路ウォーキング事業費 400

都市住民や農家以外の地域住民が、農村空間を実際に体験し、農業・農村の役割・重要

性の認識を深めるための「水土里の路ウォーキングコース」を設定し、ウォーキングを

実施

◎一学校一森林づくり・活用推進事業費 1,700

次世代を担う子供たちが森林・林業体験活動を行える緑地を｢一学校一森林｣として整備

事業内容 森林散策道、木製倉庫・木製看板、ベンチ等の整備

実施市町村 加子母村
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事 業 名 予算額

○ほほえみホットライン学校復帰支援調査研究事業費 4,000

ＩＴ等を活用した学校復帰支援事業として、学習支援システムの本格的な運用、個々に

応じた体験活動・家庭訪問を実施

◎学校・家庭・地域の連携による教育力向上研究大会事業費 1,100

学校、家庭、地域が連携して行った活動の発表や、市町村の社会教育関係者、コーディ

ネーターの資質の向上を図る研究大会を県内６教育振興事務所で開催

◎２１世紀の子育て講演会開催費 1,100

学力偏重の風潮のなかで、「実社会での生きる力」の大切さを認識できるような、専門

家による講演会を県内６地域で開催

◎家庭教育学級支援事業費 1,000

家庭の教育力を高め、他の家庭教育学級への普及を推進するため、しつけや豊かな人間

性を育む学習・体験活動等を取り入れたモデル事業を県内３地域で実施
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＜再掲事業＞

◎地域防災協働隊（仮称）構築推進事業費 2,500

◎鉄道基盤整備維持事業費補助金（市民鉄道） 84,545

○公共バス優先市街地活性化対策費補助金 589,827

○ふるさと福祉村支援事業費 27,403

○健康障害半減運動サポーター養成・支援事業費 65,766

◎難病生きがいサポートセンター事業費 4,854

○重症心身障害者等生活総合支援事業費 143,343

○乳幼児医療費助成費 1,459,644

◎中小企業制度融資貸付金（返済ゆったり資金） 2,500,000

◎高齢者向けケア付き住宅モデル事業建設費補助金 42,000

◎養護学校緊急整備計画 260,000


